様式第１７（第４２条関係）（第一面から第三面まで）

	認定更新申請書

申請年月日　 　　　2024年　　3月　　6日
　
　　経済産業大臣　殿
（ふりがな）かぶしきがいしゃでんそー
                              　一般事業主の氏名又は名称 株式会社デンソー
（ふりがな）　　はやし　しんのすけ
                              （法人の場合）代表者の氏名　林 新之助   印
住所　〒448-8661
愛知県刈谷市昭和町１－１
法人番号　　9180301014251　　　　　　　　　  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　情報処理の促進に関する法律第３２条第１項の認定の更新を受けたいので、下記のとおり申請します。

	記
情報処理システムの運用及び管理に関する指針に関する取組の実施状況

[bookmark: _Hlk160465675]　(1) 企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	統合報告書2023


	公表日
	　　　　2023年　　9月　　29日


	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	企業経営の方向性
<経営ビジョン> [2030年長期方針(P33)] https://www.denso.com/jp/ja/-/media/global/about-us/investors/annual-report/2023/annual-report-doc-2023-viewing-ja-2./
<ビジネスモデルの方向性> [目指す姿に向けたロードマップ（P32-33）] 公表方法・公表場所は上記に同じ。

情報処理技術活用の方向性
①環境
[“モビリティ製品” （P42）]
https://www.denso.com/jp/ja/-/media/global/about-us/investors/annual-report/2023/annual-report-doc-2023-viewing-ja-2./
②安心
[“交通事故死亡者ゼロ”（P44）]
[“働く人の支援”（P44）]
https://www.denso.com/jp/ja/-/media/global/about-us/investors/annual-report/2023/annual-report-doc-2023-viewing-ja-2./
<環境整備の具体的方策の提示>
[“将来への成長を促す戦略的投入” (P70-71)]
https://www.denso.com/jp/ja/-/media/global/about-us/investors/annual-report/2023/annual-report-doc-2023-viewing-ja-2./

	記載内容抜粋
	企業経営の方向性
<経営ビジョン> 
2030年長期方針：2030年の目指す姿 地球にやさしく、すべての人が安心と幸せを感じられるモビリティ社会の実現に向け、新たな価値を創造し続ける企業
 <ビジネスモデルの方向性> 
長期方針で目指す環境・安心の価値最大化をさらに推し進める。 2030年長期方針の実現に向けて、モビリティ新領域での成長や経営改革の推進などにより、事業成長を図っていく

情報処理技術活用の方向性
①環境
“モビリティ製品” 電動化製品の進化により、HEV・BEV・FCEVなどの電動車普及に貢献する。また、自動車業界で培った電動化技術を空のモビリティにも 応用し、全方位でCO2排出量を大きく減少させる。
②安心
“交通事故死亡者ゼロ” 「交通事故死亡者ゼロ」を目指し、技術の先端をひた走る「深み」と、多くのクルマに安全製品を普及させる「広がり」の二方向で取り組みを進める。
“働く人の支援” 自動化やICTなど、モビリティ領域で培った技術を活用することで、働く人を支援し、誰もが安心してチャレンジできる社会を実現する。

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	本公表内容は取締役会で承認された方針に基づき作成され、公開文書に記載されている事項となる。




(2) 企業経営及び情報処理技術の活用の具体的な方策（戦略）の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	1. 統合報告書2023
2. DENSO News
a. 組織変更および人事異動について 
b. 完全子会社(株式会社デンソーITソリューションズ)
との吸収合併(簡易合併・略式合併)に関するお知らせ
c. 組織変更および役員の異動について

	公表日
	1.2023年　　9月　　29日
2. a. 2019年　　12月　　25日
 b. 2020年　 　7月　　 6日
 c. 2021年　　12月　　 3日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	①環境
[1.デンソーの強みを活かしたシステム開発（P30）]
[1.事業戦略（P58）]
https://www.denso.com/jp/ja/-/media/global/about-us/investors/annual-report/2023/annual-report-doc-2023-viewing-ja-2./
②安心
[1.“交通事故死亡者ゼロ”（P44）]
[1.“働く人の支援”（P44）]
https://www.denso.com/jp/ja/-/media/global/about-us/investors/annual-report/2023/annual-report-doc-2023-viewing-ja-2./
<環境整備の具体的方策の提示>
[1.“将来への成長を促す戦略的投入” (P70-71)]
https://www.denso.com/jp/ja/-/media/global/about-us/investors/annual-report/2023/annual-report-doc-2023-viewing-ja-2./

③全社を横断したDX活動の牽引
 [2.a. “2.機能部門の再編強化”] https://www.denso.com/jp/ja/news/newsroom/2019/20191225-01/
 [2.b. “1.合併の目的”] https://www.denso.com/jp/ja/news/newsroom/2020/20200706-02/ 
[2.c. “CxO 正式名称 CDO設置”]
https://www.denso.com/jp/ja/-/media/secure-news/jp/ja/news/news-releases/2021/20211203newsrelease_organization-change.pdf

	記載内容抜粋
	①環境
[デンソーの強みを活かしたシステム開発]
システム最適化のノウハウと、高品質な製品を、低コストに大量製品できるという生産技術を掛け合わせて、小型で高効率なCO2回収システムの開発と実装を進める。
[事業戦略]
開発スピード向上と高品質の両立を実現するために、MBSE(モデルベースシステムズエンジニアリング)開発環境を構築しデジタル主体の開発プロセスを定着させる。

②安心
[交通事故死亡者ゼロ]
全周囲センシングに加え、車室内センシング、インフラ連携で、様々な事故シーンに対応し、事故の未然防止に取り組む。AI技術を駆使して「見えない危険」を予知することでドライバーに周知し、危険を回避する。
[農業の工場化による食料の安定生産]
自動化・環境抑制・DX技術などを組み合わせた高効率な農業ハウスを、各地域特性に併せながらグローバルに展開。
[人流：移動のマイナス（交通死亡事故）をなくし、多様な価値観に応える移動を叶える]
車両データから個人の求める価値を解析し、ソフトウェアを更新することで、新たな機能を使用できるような電子プラットフォームの開発と、そのためのソフトウェア開発の強化を進める。
③全社を横断したDX活動の牽引 
“2.機能部門の再編強化” フラットな階層と明確な役割のもと、スピード感のある変革を推進する。 
“1.合併の目的” 社内連携をより強固にすることで、業務スピード・パフォーマンスを最大化し、デジタル変革へとシフト 
“CxO 正式名称 CDO設置” 情報セキュリティも含めたIT戦略を担っていたが、今後はより一層、DXによる経営改革に重きを置く。

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	本公表内容は取締役会で承認された方針に基づき作成され、公開文書に記載されている事項となる。




① 戦略を効果的に進めるための体制の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	[1. “グローバル開発体制のさらなる強化”（P85）]
[2.a. “2.機能部門の再編強化”] [2.b. “1.合併の目的”] [2.c. “CxO 正式名称”]

	[bookmark: _Hlk160465966]記載内容抜粋
	グローバル開発体制のさらなる強化
ハードエンジニアからソフトエンジニアへのリスキリング活動を加速させ、2025年度 には12,000人規模のソフト開発体制を実現する。さらに、開発人員の「量」だけでなく人財の「質」も大幅に高めるべく、キャリアイノベーションプログラム（ソムリエ認定制度）により、世界中のソフト人財のスキルレベルを見える化し、質の高いグロー バル開発を進めていく。さらに、モビリティ社会全体の新た な価値提供には欠かせないAI、セキュリティ、データサイエンス技術などの先端技術を、開発パートナーとの共創で加速させる。

全社を横断したDX活動の牽引
“2.機能部門の再編強化” データ利活用や、業務のデジタル化を主導する｢ITデジタル本部｣を設立。 
“1.合併の目的” デンソーITソリューションズを当社に統合 
“CxO 正式名称 CDO設置” CDO : Chief Digital Officer。従来 Chief Information Security Officer（CISO）として、情報セキュリティも含めたIT戦略を担っていましたが、今後はより一層、DXによる経営改革に重きを置く



② 最新の情報処理技術を活用するための環境整備の具体的方策の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	[１．将来への成長を促す戦略的投入 (P70-71)]

	記載内容抜粋
	研究開発費は、外部環境が厳しい中でも、削減することなく強化を続けてきた。特に次世代ADAS領域をはじめとするソフトウェア開発に注力投資し、現在では総額の5割以上を占める。AIを含めたDXによる効率化や、先に述べたビジネスモデルの変革を通じた収益性向上にも取り組んでいる。



(3) 戦略の達成状況に係る指標の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	統合報告書2023


	公表日
	　　　　2023年　　9月　　29日


	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	“マテリアリティとKPI” (P36-37)
https://www.denso.com/jp/ja/-/media/global/about-us/investors/annual-report/2023/annual-report-doc-2023-viewing-ja-2./

	記載内容抜粋
	優先取組課題(マテリアリティ)を選定し、それぞれの目指す姿と具体的な目標値であるKPIを設定。
1 環境　
KPI:工場CO2総排出量（2020年度比）
2025年度目標：100%削減（電力：省エネの実施・再エネ導入、ガス：省エネの実施、クレジット活用によりカーボンニュートラル実現）
KPI:電動化領域製品の普及　電動化領域売上収益
2025年度目標：1兆円
2 安心
KPI:安全製品の普及 ADAS売上収益
2025年度目標： 5,000億円



(4) 実務執行総括責任者による効果的な戦略の推進等を図るために必要な情報発信
	発信日
	　　　　2023年　　9月　　29日

	発信方法
	統合報告書2023
https://www.denso.com/jp/ja/-/media/global/about-us/investors/annual-report/2023/annual-report-doc-2023-viewing-ja-2./

	発信内容
	代表取締役社長　COOの林より以下を発信。
“社長COOメッセージ” （P9-10）
安心理念の実現：先進安全技術開発への注力で、交通事故死亡者ゼロの自由で安心な移動ができる社会を目指す。
クロスドメイン開発の強化：クルマの全機能ドメインにおいてソフトウェアのノウハウを蓄えてきた。今後クルマがさらに高度化し、クルマと人、クルマと社会が多様な形でつながっていく中、クロスドメインでのソリューションによりお客様価値最大化を実現する提案を進める。
ソフトウェア開発体制の強化：2025年度に12,000人の開発体制を実現するとともに、人財の「質」を大幅に高めるべく、他分野からの転身リカレントも含めソフトウェア人財のスキルアップ・キャリア開発を強化することで、人財育成や人財ポートフォリオの充実を図る。
事業ポートフォリオの入れ替え：将来価値を生む競争力の源泉たる研究開発費は、今後も積極的投入を続けながら、より質の高いアウトプットを生み出す資源配分へとシフトさせる。



　(5) 実務執行総括責任者が主導的な役割を果たすことによる、事業者が利用する情報処理システムにおける課題の把握
	実施時期
	　　　　2023年　　11月頃　～　2023年　12月頃


	実施内容
	「DX推進指標」による自己分析を毎年行い、IPAの自己診断結果入力サイトより回答済み。ベンチーマークデータのフィードバックを活用して更なる課題分析・施策を検討。



　(6) サイバーセキュリティに関する対策の的確な策定及び実施
	実施時期
	2016年　6月頃　～　現在も継続実施中
　（開始時期: 情報セキュリティの専門部署設立時期）

	実施内容
	「チーフ・インフォメーション・セキュリティ・オフィサー（CISO）」のもとで全社公式会議体「ITデジタル戦略会議 (2023年に情報戦略会議と情報セキュリティ戦略会議とを統合)」を設立・運用。社内外ネットワークや生産ラインなどへのセキュリティ対策強化、従業員の情報セキュリティのリテラシー向上に向けた教育強化などを実施している。
“つながる社会”に備えた情報セキュリティ体制の強化
自動運転やIoTなどの進展に伴い、クルマや生産施設などへのサイバーリスク対策が大きな課題になってきた。また、コロナ禍を背景としたリモート業務やオンライン会議の増加により、情報セキュリティリスクの脅威がさらに高まっている。クルマを安心・安全にご利用いただくため、高度運転支援や自動運転などの車載製品をサイバー攻撃から守る技術を開発し、確実に搭載すべく独自の仕組み構築を進めている。また、社内外ネットワークや生産ラインなどへのセキュリティ対策強化、従業員の情報セキュリティのリテラシー向上に向けた教育強化などを実施している。一方、“つながる社会”の進展に伴い様々な情報資産が社内に集まり、多くの部門で利活用することが想定される。情報資産の利活用方法により情報提供者の権利や利益などが損なわれることがないように、契約条件・法令順守をはじめ、あらゆる角度からリスクを想定し、ルールの策定や管理・運用体制の構築などを進めている。



（注）(1)～(3)の取組において公表先のURLを提出しない場合は次の①の書類を、(4)の取組において情報発信内容を確認できるウェブサイトのURLを提出しない場合は、次の②の書類を添付すること。また、必要に応じて③、④の書類を添付できる。
①　(1)～(3)の取組における、公表を行っていることを明らかにする書類（公表先のウェブサイトの画面を印刷した書類等）
②　(4)の取組における、情報発信を行っていることを明らかにする書類（情報発信内容を確認できるウェブサイトの画面を印刷した書類等）
③　(1)の取組における企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性、(2) の取組における戦略を補足説明するための書類（最新の情報処理技術の変化による影響を踏まえた観点から決定していることを説明する書類等）
④　(5)～(6)の取組における、実施内容を補足説明するための書類



備考．用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。

様式第１７（第４２条関係）（第四面）

（記載要領）
１．「申請年月日」欄は、経済産業大臣に認定更新申請書を提出する年月日を記載すること。
２．「一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所」欄は、氏名については、記名押印又は自筆による署名のいずれかにより記載すること。一般事業主が法人の場合にあっては、住所については主たる事務所の所在地を記載すること。
３．一般事業主が法人の場合であって法人番号が記入されている場合は、一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所の記載を省略することができる。
４．申請内容は正しく記載すること。認定更新後、虚偽または不正の申請を行ったことが判明した場合には、認定の取消し等所要の措置を講ずることがある。

